
第 2章 数値予報システムの概要と今後の開発計画
第 2章では、数値予報開発センターで開発を行ってい
る各数値予報システムの概要と近年の更新履歴、今後
の開発計画について報告する。全球数値予報システム、
全球アンサンブル予報システム、メソ数値予報システ
ム、メソアンサンブル予報システム、局地数値予報シ
ステム、局地アンサンブル予報システム、三十分大気
解析について、開発計画の線表を図 2.7.1に示し、第
2.1節から第 2.7節で述べる。ガイダンス、マルチモデ
ルガイダンスについて、開発計画の線表を図 2.8.1、図
2.8.2に示し、第 2.8節で述べる。季節アンサンブル予
報システム、気候データ同化システム、波浪モデル、高
潮モデル、海況監視予測システム、物質循環システム
について、開発計画の線表を図 2.14.1、図 2.14.2に示
し、第 2.9節から第 2.14節で述べる。
気象庁は 2023 年 3 月に線状降水帯予測スーパーコ
ンピュータ (気象庁情報基盤部 2023)を、続いて 2024

年 3月に気象庁の第 11世代となるスーパーコンピュー
タシステム (気象庁情報基盤部 2024)を導入した。数
値予報システムのうち、局地数値予報システム及び三
十分大気解析は線状降水帯予測スーパーコンピュータ
で、その他の数値予報システムは第 11世代スーパーコ
ンピュータシステムで現業運用されている。

2.1 全球数値予報システム

全球数値予報システムは、天気予報や週間予報、台風
予報などでの利用に加え、メソ数値予報システムへの
境界値提供をはじめ多くの役割を担う基盤システムで
ある。システムの全体像は JMA (2025)を参照頂きた
い。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」(気
象庁 2018)では、特に台風防災に資するため、台風進
路に関する予測誤差を 3日先の予測で 100 km程度に
するといった飛躍的な改善が必要であるとしている。
全球数値予報システムは、初期値を作成する全球デー
タ同化システム（全球解析）及び予測計算を行う全球
モデル GSMにより構成されている。GSMは 2026年
1月現在、水平格子間隔約 13 km、鉛直層数 128層の
構成で運用されている。全球データ同化システムは、4

次元変分法を基本とし、局所アンサンブル変換カルマ
ンフィルタ (LETKF, Hunt et al. 2007)で作成される
背景誤差の情報を考慮するハイブリッド 4次元変分法
を用いている。全球数値予報システムについての開発
の成果や進捗の詳細は第 3章、第 4章を参照頂きたい。
2024年 3月のスーパーコンピュータシステムの移行
と同時に NOAA-21搭載のマイクロ波サウンダATMS

及び赤外サウンダ CrISによる輝度温度観測データの
新規利用を開始した (気象庁 2025b)。2025 年 3 月に
は、全球モデル及び 4次元変分法の並列化手法の改良、
物理過程（陸面・放射過程）の改良を行った（第 3.2

節）。さらに 2025年 10月には全球データ同化システ
ムにおいて、ひまわりや欧米静止気象衛星のCO2バン
ドCSRの利用開始、他機関の極軌道気象衛星搭載マイ
クロ波サウンダデータの利用拡充及び高度化、GNSS

掩蔽データの利用手法改良及び利用拡充を行う（第 3.6

節）とともに、GOES-19のAMV, CSRの利用を開始
した。
2026年度には、AMVの利用拡充及び利用高度化、国
内ラジオゾンデ高解像度観測データの利用開始、GNSS

掩蔽データの利用手法改良及び利用拡充、ATMSの利
用チャンネル拡充、静止気象衛星輝度温度の全天同化、
赤外サウンダ利用高度化等を計画している（第 4.4節）。
また全球モデルの高速化や物理過程等の改良、全球解
析におけるトラジェクトリの単精度化及び水平局所化
の改良に向けた開発を進めている。
今後も GSMの精度向上に向けた物理・力学過程の
開発とともに、将来の計算機への対応を見据えた、並
列化手法の改良・GPU利用・単精度化等の高速化に向
けた取り組みや、観測データの利用高度化等の開発を
進める。中長期的にはスーパーコンピュータシステム
のスペックに応じてGSMの水平格子間隔を 10 km以
下まで強化し詳細な予測値をメソモデルへ引き継ぐと
ともに、台風の進路予測精度を飛躍的に向上させるこ
とを目指している。

2.2 全球アンサンブル予報システム

全球アンサンブル予報システム (GEPS)は GSMに
よる予測に対して信頼度や不確実性等の情報を与える
ことに加え、より長い 2週間から 1か月先までの確率
的予測での利用も目的として運用されている。システ
ムの詳細については経田 (2016)や新保 (2017)などを
参照頂きたい。また、最新の開発の成果や進捗の詳細
については第 3章、第 4章を参照頂きたい。「2030年
に向けた数値予報技術開発重点計画」(気象庁 2018)で
は、台風防災に資するための台風の進路予報に関する
不確実性の情報や、社会経済活動への貢献に資するた
め 2週間及び 1か月先までの顕著現象予測の精度向上
が必要であるとしている。
GEPSに利用される数値予報モデルは基本的に低解
像度版の GSM で、18 日予測までは水平格子間隔約
27 km、それより先の 34日目までは約 40 kmと、予
報時間の途中で格子間隔を切り替える仕様となってい
る。鉛直層数は GSMと同様 128層である。アンサン
ブル数は、18日目までは 51メンバー、19～34日目ま
では 25メンバーである。アンサンブル予報のための初
期摂動については LETKFと特異ベクトル法（SV法）
により与えている。また数値予報モデルの不確実性を
考慮するため、確率的物理過程強制法（SPPT法）(米

3



原 2010)を採用している。なお 2026年 1月に予定し
ている季節アンサンブル予報システム（季節 EPS）の
更新後は、１か月予報支援の役割についても季節 EPS

が担うことになり、GEPSの 18日より先の予測は廃止
される。
2025年 3月に、確率的水蒸気プロファイル参照法の
導入、初期摂動の振幅調整、SST摂動の作成手法の改
良、数値予報モデルの物理過程更新と並列化手法の更
新の導入を行った（第 3.3節）。
2026年度中の現業導入を目指し、数値予報モデルの
改良の適用に向けた開発を行っている。今後も GSM

の改良とともに確率的予測の改善を目指した開発に取
り組む。中長期的には GSM同様に、将来の計算機へ
の対応を見据え、スーパーコンピュータシステムのス
ペックに応じた、高速化対応や省資源化を検討してい
る。さらに、大気海洋の相互作用の取り扱いの精緻化
に向けた調査開発も進めていく。

2.3 メソ数値予報システム

メソ数値予報システムは、数時間から 3日程度先ま
での大雨や暴風などの災害をもたらす現象の予測を目
的とし、主に天気予報や防災気象情報、航空気象情報
の作成支援に利用されている。システムの全体像につ
いては JMA (2025)などを参照頂きたい。「2030年に
向けた数値予報技術開発重点計画」(気象庁 2018) で
は、台風防災及び豪雨防災に資するため、台風に伴う
3日先までの降水量予測や、線状降水帯の発生・停滞
等による集中豪雨の予測のため予測時間の延長や顕著
現象の降水量等の定量的予測の精度向上が必要である
としている。
メソ数値予報システムは初期値を作成するメソデー
タ同化システム（メソ解析）とメソモデルMSMにより
構成されている。MSMは 2026年 1月現在、水平格子
間隔 5 km、鉛直層数 96層の非静力学モデル asuca(気
象庁予報部 2014; Ishida et al. 2022)により 1日 8回
運用されている。予報時間は 00UTC, 12UTC初期値
については 78時間、その他の初期値からの予測は 39

時間である。メソ数値予報システムについての開発の
成果や進捗の詳細は第 3章、第 4章を参照頂きたい。
2024年 3月には、第 11世代スーパーコンピュータ
システム移行と同時に、地上マイクロ波放射計による
可降水量データや NOAA-21搭載の ATMS及び CrIS

による輝度温度観測データの新規利用を開始した (気
象庁 2025b,c)。2024年 6月には、新凌風丸船舶GNSS

観測データ利用、及び、2022年 8月から 2023年 7月
に設置されたアメダス観測湿度計の現業利用を開始し
た。2024年 11月には、気象レーダー更新に関して新
潟・名瀬・鹿児島のレーダーの利用を再開した。2025

年 2月には、水蒸気に感度のあるマイクロ波気温サウ
ンダ窓チャンネルの新規利用や、アメダス湿度計の利

用手法改良等の観測データ利用高度化を行った（第 3.7

節）。さらに 2025年 5月には、MSMへの地形性抵抗
の効果の新たな導入や標高オリジナルデータセットの
更新、放射・陸面といった物理過程の改良を行った（第
3.4節）。2025年 6月には 2023年 8月から 2024年 7

月に設置されたアメダス観測湿度計の現業利用を開始
した。
2025年度末には、地上GNSSデータの利用高度化、
ひまわりCO2バンドCSRの利用開始、GNSS掩蔽デー
タの利用拡充及び利用高度化等の観測データ利用高度
化や、解析基本場の単精度保持による省資源化の改良
を計画している（第 4.4節）。今後もMSMの精度向上
に向けた物理・力学過程の開発を進めるとともに、観
測データの利用高度化等の開発を進める。また、将来
の計算機への対応を見据えた GPU利用、単精度化等
による高速化も重要な課題であり、引き続き開発を進
めていく。さらに、現行のデータ同化システムは 4次
元変分法を採用しているものの、その時々の気象条件
に応じた背景誤差の情報が十分活用できていないこと
から、データ同化手法の改善も課題となっている。な
お、メソ数値予報システムにおける観測データ利用の
高度化については、スーパーコンピュータ「富岳」を
活用して、二重偏波気象ドップラーレーダーやひまわ
りCSRのデータを利用した共同研究を進め、観測デー
タの高度利用に係る開発加速化を図っている。「富岳」
活用の成果については第 6.4節を参照頂きたい。

2.4 メソアンサンブル予報システム

メソアンサンブル予報システム (MEPS)は、MSM

の予測に対して信頼度や不確実性の情報を付加する目
的で運用されている (河野ほか 2019)。「2030年に向け
た数値予報技術開発重点計画」(気象庁 2018)では、豪
雨防災に資するため特別警報級の大雨となる確率情報
の精度向上のための予測精度向上が必要であるとして
いる。
MEPSに用いる数値予報モデルは基本的にMSMと
同一であり、2026年 1月現在の水平格子間隔は 5 km、
鉛直層数は 96層である。アンサンブル予報のための初
期値や側面境界値の摂動は特異ベクトル法（SV法）を
用いて与えている。また数値予報モデルの不確実性を
考慮するため、SPPT法 (米原 2010)を採用している。
2025年 5月に、MSMの更新に合わせて、MEPSで
用いるメソモデルを更新した（第 3.4節）。
今後は、MSMの更新に合わせた改良に加えて、摂
動作成手法の高度化等、確率的予測の改善を目指した
機能拡充を行う。
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2.5 局地数値予報システム

局地数値予報システムは、半日程度先までの大雨を
はじめとする災害をもたらす現象を予測することを目
的とし、防災気象情報や航空気象情報、降水短時間予
報等の作成支援での利用のため、空間・時間スケール
の小さい現象を予測することを目指して運用されてい
る。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」(気
象庁 2018)では局地的な大雨の半日前の予測に資する
ため、積乱雲等の予測を行えるよう、更なる高度化・高
解像度化が必要であるとしている。近年、線状降水帯
などに伴う集中豪雨による災害が多発しており、豪雨
防災に早期に資するため、局地数値予報システムにつ
いては開発計画を前倒しして開発を進めている。
局地数値予報システムは、初期値を作成する局地デー
タ同化システム（局地解析）と局地モデル LFMによ
り構成されている。LFMは 2026年 1月現在、水平格
子間隔 2 km, 鉛直 76層の非静力学モデル asucaによ
り、1日 24回毎正時を初期値に運用されている。予測
時間は 00, 03, 06, 09, 12, 15, 18, 21UTC初期値では
18時間、その他の初期値からの予測は 10時間である。
この 3時間ごとの 18時間予測は、半日前からの線状
降水帯予測に資するために、2024年 3月の第 11世代
スーパーコンピュータシステム導入に合わせて延長さ
れたものである。データ同化手法には初期時刻の 3時
間前から 3次元変分法（3DVar）による同化と 1時間予
測を繰り返す手法（Rapid Update Cycle）を用いてい
る。この 3DVarによるデータ同化では、予測誤差とし
て気候学的に事前に見積もった値とアンサンブル手法
から算出した気象場に応じた値を考慮するハイブリッ
ド同化を行っている。局地数値予報システムについて
の開発の成果や進捗の詳細は第 4章を参照頂きたい。
2024年 3月には前述の予報時間延長とともに、力学
過程、物理過程（雲物理過程、放射過程）の改良、地
上マイクロ波放射計による可降水量データ、NOAA-21

搭載の ATMS及び CrISによる輝度温度観測データの
新規利用を開始した (気象庁 2025a,b,c)。2024年 11月
には、気象レーダー更新に関して新潟・名瀬・鹿児島
のレーダーの利用を再開した。2025年 2月には、水蒸
気に感度のあるマイクロ波気温サウンダ窓チャンネル
の新規利用やアメダス湿度計の利用手法改良等の観測
データ利用高度化を行った（第 3.7節）。
2025 年度末には積乱雲のような小さいスケールの
現象の予測を改善するため、LFM の水平格子間隔を
1 km に高解像度化することを計画している（第 4.2

節）。また、あわせて観測データ利用手法の改良を行う
（第 4.4節）。
なお、本開発計画に資する活動として、スーパーコ
ンピュータ「富岳」を活用して、2022年度には西日本
狭領域、2023年度及び 2024年度には全国を予報領域
とした水平格子間隔 1 kmのモデルのリアルタイムシ

ミュレーション実験を実施し、高解像度化（格子間隔
を現行の 2 kmから 1 kmへ）に伴う特性変化の把握や
計算安定性の確認等を行ってきた。「富岳」活用の成果
については第 6.4節を参照頂きたい。

2.6 局地アンサンブル予報システム

「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」(気
象庁 2018)では豪雨防災に資するため、確率的予測を
行う局地アンサンブル予報システム（LEPS）の開発が
課題となっている。開発の方向性として、計算機資源
の増加にあわせ、局地モデルに解像度を近づけたモデ
ルを利用して高解像度モデルによる予測に整合的な不
確実性を表現するとともに、メンバー数を増強して顕
著現象の確率予測を高度化することを目指している。
近年、線状降水帯などに伴う集中豪雨による災害が
多発しており、その豪雨防災のための予測に早期に資
するため、開発計画を前倒しして、2021年度からスー
パーコンピュータ「富岳」を用いた LEPSの開発に取
り組んできた。2025年には 6月 2日から 10月 31日
まで、水平格子間隔 2 km、21メンバーの 21時間予測
のリアルタイムシミュレーション実験を 1日 2回実施
した。これまでの「富岳」を用いた開発成果をもとに、
2025年度末には、気象庁の線状降水帯予測スーパーコ
ンピュータにおいて、水平格子間隔 2 km, 21メンバー
で 21時間予測を 1日 4回実行するシステムの現業運
用を開始する計画である（第 4.3節）。
なお、「富岳」活用の成果については第 6.4節を参照
頂きたい。

2.7 三十分大気解析

三十分大気解析は、航空気象情報などの作成支援の
ため、大気の実況監視を目的として風と気温について
1日 48回、3次元変分法を用いた客観解析により毎三
十分実行されている (気象庁 2022)。2026年 1月現在、
LFMを第一推定値とする 2 kmの水平格子間隔、鉛直
76層（地上～約 21.6 km）で解析を行っている。
ウィンドプロファイラから得られる風のデータ、ア
メダスと航空機から得られる風と気温のデータに加え
て、地上気象レーダーから得られるドップラー速度や、
ひまわりから得られる大気追跡風など高頻度・高密度
な観測データを利用してプロダクト作成を行う。メソ・
局地解析と同様、気象レーダーの更新に伴い利用を一
時休止し、品質を確認した上で利用再開した。
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2.8 短期予報ガイダンス

2.8.1 はじめに
ここでは短期予報で用いられるガイダンスに関する
開発計画を述べる。ガイダンスの一覧および概要につ
いては計盛ほか (2019)を、ガイダンスの詳細について
は気象庁予報部 (2018)をご覧いただきたい。
ガイダンスは、数値予報の応用プロダクトの一つで
あり、数値予報モデルで出力される地上気温や風など
様々な予測値を統計的な手法により補正して誤差を軽
減したり、数値予報が直接出力しない天気等の要素を
作成したりすることによって予報作業を支援するもの
である。
ガイダンス作成には、ニューラルネットワークなど
機械学習の手法が用いられている。近年、機械学習手
法として深層学習（DNN: Deep Neural Network）と、
それを用いた先端AI技術が急速に発展している。平成
31年 1月から令和 5年 3月まで、理化学研究所革新知
能統合研究センター（理研 AIP）との共同研究を実施
した。この成果は気象庁から「気象観測・予測へのAI

技術の活用に向けた共同研究の成果について」1 と題し
て令和 5年 6月に報道発表されている。この共同研究
で得られた知見を踏まえ、最新 AI技術やツールにつ
いての利用可能性に関する調査を実施したところ、各
モデルのガイダンスの出力結果を統合するのではなく、
各モデルの出力を直接、深層学習（DNN）技術を用い
て統合することにより、ガイダンスの精度が大きく向
上する可能性があることがわかった (Kudo 2022)。先
端 AI技術については、交通政策審議会気象分科会で
令和 7 年 6 月にとりまとめられた『「2030年の科学技
術を見据えた気象業務のあり方」の補強～近年の社会
動向を踏まえた追加的施策～』において、防災気象情
報の高度化のため、その活用が不可欠であるとされて
いる。
現在、ガイダンスについては、様々な気象要素に対
して、単一の数値予報モデルやアンサンブル予報シス
テムを用いてプロダクトを作成する個別のガイダンス
と、複数のガイダンスやモデルの出力値等を統合して
単一のガイダンスを作成するマルチモデルガイダンス
の開発を行っている。本節ではそれぞれの計画につい
て簡単に述べる。なお、開発計画の線表については図
2.8.1、図 2.8.2をご覧いただきたい。

2.8.2 ガイダンス
ガイダンスの開発においては、数値予報モデルの出
力データと予測対象である実況の観測データを用いて、
統計手法により予測式を作る (高田 2018a)。ここで作
られた予測式は、数値予報モデルの特性に大きく依存
するため、数値予報モデルの改良が行われて特性が変

1 https://www.jma.go.jp/jma/press/2306/30b/

20230630 ai.html

わる際には対応が必要となる。具体的には、予め改良さ
れた数値予報モデルの出力データをガイダンスの予測
式に与えて予測精度を評価し、精度が悪化すると見込ま
れる場合には再学習を行って予測式を改良後の数値予
報モデルの特性に適するように変更する (高田 2018b)。
そのため、今後もGSM、GEPS、MSM、MEPS、LFM
の改良のタイミングに合わせて、各モデルを入力とし
ているガイダンスの評価および必要に応じて再学習等
を行う。また観測データが、観測測器の追加や観測場
所の変更等により変わる場合にも対応が必要となる。
数値予報モデルの改良への対応と同様に、観測測器や
観測場所の変更後、観測で得られるデータを予測する
ガイダンスの精度を評価した上で、必要に応じて再学
習等を行う (高田 2018c)。たとえばアメダスの測器追
加や地点変更が行われる場合は、その変更計画に応じ
て随時対応する。また、航空気象観測については完全
自動化が様々な空港で進められており、観測の自動化
により視程・雲の観測特性が変わることから特性変更
に応じるための再学習等を随時行う。
LFMについては令和 6年 3月に予報時間が 18時間
に延長され、ガイダンスについてもこれに対応した。
令和 6年 12月には、GSM, MSMおよびMEPSの降雪
量ガイダンスについて計算手法の改良を実施した。令
和 8年 3月には LFMの高解像度化と局地アンサンブ
ル予報システム（LEPS）の 運用開始が計画されてお
り、それに対応するガイダンスの開発を進めている。
航空気象業務に関しては、国際民間航空機関（ICAO）
の要請に伴う世界空域予報システム（WAFS）のプロ
ダクト改訂に伴う対応を令和 7年 12月に行った。ま
た、令和 7年 4月からの大阪・関西万博で実施された
「空飛ぶクルマ」の運行を支援するための飛行場予報
（TAF）ガイダンスの運用を行った。
気象庁の様々な情報発信に資するため、新たなガイ
ダンスの開発も実施している。平成 30年 8月にとりま
とめられた交通政策審議会気象分科会提言「2030年の
科学技術を見据えた気象業務のあり方」では、「概ね 3

～5年後に、半日程度先までに特別警報級の大雨とな
る確率のメッシュ情報の提供」が求められている。こ
れに応じて開発しているMSMおよびMEPS大雨発生
確率ガイダンス（特別警報級の大雨確率メッシュ情報）
について、令和 7年 5月に改良を行い、予測精度の向
上を確認した（第 3.5節）。また、よりきめ細かな予測
が可能な LFMの予測情報をベースとした大雨発生確
率ガイダンスを令和 6年 5月より部内試験運用を開始
した。さらに 1km LFM と LEPS についても、対応
した大雨発生確率ガイダンスの開発を進め、令和 8年
3月からの部内試験運用開始を計画している。

2.8.3 マルチモデルガイダンス
数値予報課では平成 30年度から、全球モデル、メソ
モデル、局地モデル等の複数の数値予報結果をAI技術
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図 2.8.1 ガイダンス開発計画
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図 2.8.2 マルチモデルガイダンス開発計画

の活用によって統合し、単一の予測結果を出力するマ
ルチモデルガイダンスの開発を行っている（図 2.8.3）。
マルチモデルガイダンスは、各ガイダンスの予測を統
合することで、ランダム誤差を軽減して予測精度の向
上が見込まれる (高田 2018d)ほか、予報時間に対して
シームレスな予測情報を提供したり、信頼度の高い確
率情報を作成・提供したりすることが可能となる。
現在、マルチモデルガイダンスの降水（平均降水量、
最大降水量、確率情報）、風（地点形式、格子形式）、
気温（地点形式、格子形式）、降雪量（地点形式）につ
いては部内における試験運用を開始している。マルチ
モデル降水ガイダンスについては、LFMの令和 6年 3

月に行われた予報時間延長の変更などを取り込む改良
を令和 6年 12月に実施した。また、DNN 技術を用い
たマルチモデルガイダンスとして、天気のカテゴリを
対象とする天気ガイダンスの開発にも取り組んでおり、
DNN 版の天気ガイダンスについては、令和 6年 4月
から部内試験運用を開始して評価を行っている。
また、マルチモデルガイダンス技術として、複数の
モデル間で物理的な整合性を保った中間状態を AI技

術を用いて生成する技術 （中間予測、DeepMedcast）
(Kudo 2025) の開発を進めている。これにより、物理
的に解釈可能で予測精度の高い数値予報ガイダンスの
作成を目指している。このような調査結果に基づき今
後の開発計画についても見直しを行い、これまで開発
した成果については部内試験運用を継続、その活用方
法検討を進める一方で、更なる改良のための開発は、
DNN技術を用いた新たな手法を中心に進めていくこ
ととした。ただし、このような新たな手法を用いたガ
イダンスの開発には一定程度時間がかかると見込まれ
ており、現在のところ令和 12 年頃の導入を目指して
いる。
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2.9 季節アンサンブル予報システム

季節アンサンブル予報システム（季節EPS）は、3か
月予報、暖・寒候期予報、エルニーニョ予測の基礎資料と
して利用されている。季節 EPSの予測モデルは、季節
予報のために改良・調整を加えたGSMの低解像度版に
気象研究所共用海洋モデル MRI.COM (Tsujino et al.

2017)を結合した大気海洋結合モデルを用いている。数
値予報ルーチンの大気初期値には全球大気解析、再予
報1の大気初期値には気候データ同化システム（第 2.10

節参照）、海洋初期値には数値予報ルーチン・再予報共
に全球海洋データ同化システム (MOVE/MRI.COM)

(Fujii et al. 2023) を使用している。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、社会経済活動への
貢献に資するため、エルニーニョなどの日本域への影
響も大きい熱帯起源の大気海洋現象の再現性などの向
上が求められている。
季節 EPSの予測モデルについては、2022年 2月に

JMA/MRI-CPS3 (Hirahara et al. 2023)へ大幅にバー
ジョンアップしている。JMA/MRI-CPS3 では、大気
及び海洋モデルの水平方向の高解像度化（大気：110 km

から 55 kmへ、海洋：東西 1度・南北 0.5度（渦非解像）
から 0.25度（渦許容）へ2）や鉛直層数の増強（大気：
60から 100層へ、海洋：52から 60層へ）を行うとと
もに、より新しいバージョンの GSM 及び MRI.COM

を使用して気候再現性の向上のための改良・調整を加
えた。また、MOVE/MRI.COM についてはデータ同
化手法を 3次元変分法から 4次元変分法へ変更するな
どの高度化が行われ、更に海氷データ同化の新規導入
や摂動作成手法の改良も行われた。
2025年は、2026年 1月の季節 EPS更新に向けて、
最終的な性能評価を進めるとともに、プロダクト構成
の検討・調整などシステム更新に必要となる準備全般
を進めた。季節 EPS更新後は、１か月予報支援の役割
についても季節 EPSが担うことになる。また、その作
業と並行して、その次の季節 EPS更新に向けた開発も
進めた。中長期的には、大気海洋結合モデルの改善・
高度化や地球システム要素の取り込み手法の高度化に
向けた調査開発を進め、階層的3な地球システムモデル
を使用した季節 EPSの構築をめざす。

1 再予報 (re-forecast)は、運用するモデルを用いて行う過去
事例の予報実験。予報精度の評価やモデル統計値、系統誤差
の計算のために行う。
2 海洋の渦は熱帯から中高緯度にかけて変形半径が小さくな
るため (Hallberg 2013)、海洋モデルの解像度に応じて渦非
解像（eddy parameterizing：約 1 度格子）、渦許容（eddy
permitting：約 0.25度格子）、渦解像（eddy resolving：約
0.1度格子）と区別されている。
3 ターゲットとする予測の精度向上に有効で、かつ、現実的
に運用可能なコストで導入できる地球システム要素を段階的
に取り込む

2.10 気候データ同化システム

季節 EPS の初期値作成や、気候系監視、異常気象
分析、数値予報モデルの評価検証等には、長期間にわ
たって時間的・空間的に均質かつ再現性の高い過去の
大気状態のデータが必要である。このような目的のた
めに、利用可能な過去の観測データを、最新かつ一貫
したデータ同化システムで解析するのが再解析であり、
これを行うシステムが気候データ同化システムである。
現在の気候データ同化システムの仕様は、2018年 12

月時点の現業全球データ同化システムに準拠した解析
システムを用いて計算を実施した、「気象庁第 3次長
期再解析 (JRA-3Q)」(Kosaka et al. 2024) と同じシス
テム（水平分解能 40 km、鉛直層数 100層）であり、
「JRA-3Q準リアルタイムデータ」として継続運用して
いる。
JRA-3Qは、1947年 9月から現在までの対象全期間
の計算が 2022年 11月に完了し、2023年 3月より気象
業務支援センターで全期間のデータ公開が開始された。
また、他のデータ提供協力機関からの公開も順次進め
られ、データ統合・解析システム DIAS からは 2023年
8月以降、筑波大学計算科学研究センター CCS からは
2024年 3月以降、米国大気研究センター NCAR から
は 2024年 9月以降、全期間のデータが公開されてい
る。気象業務支援センターからはこれまで、データ容
量の都合により解像度の粗いデータセット1のみを公開
してきたが、2025年 4月からは気象庁クラウド環境の
活用により詳細なデータセット2の提供も開始された。
2025年は、前述のデータ公開作業を進めたほか、全
球解析へ導入済みの新規観測データについて、気候デー
タ同化システムへの導入を 2026年 1月に実施すべく準
備を進めた。また、WMOの全球気候再解析センターへ
の立候補に向けた準備を進めた。2024年秋開催の第 6

回世界気候研究計画 (WCRP) 再解析国際会議 (ICR6)

の開催報告を米国気象学会誌で出版 (Nakamura et al.

2025)、日本気象学会誌へ投稿した。日本気象学会 2025

年秋季大会の専門分科会「気象庁第 3 次長期再解析
(JRA-3Q) と日本における今後の長期再解析の展望」
を関係者と協力して開催した。ICR6や本分科会での
議論も踏まえつつ、次期長期再解析の実施に向けた中
長期的な調査・検討を進め、検討状況について長期再
解析推進懇談会で報告した3。

1 https://www.jmbsc.or.jp/jp/offline/hd0025.html
2 https://www.jmbsc.or.jp/jp/online/cloud/

x-online20001.html
3 令和 6年度以降の資料は、https://www.jma.go.jp/jma/
kishou/shingikai/kondankai/reanalysis kondankai/

reanalysis kondankai.htmlで公開されている
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2.11 波浪モデル

波浪モデル及びその初期値を作成する波浪客観解析
には、地球全体を対象とする全球（水平分解能 27 km）
と日本近海を対象とする沿岸（同 5 km）の 2種類の対
象領域を設けている。全球波浪モデルは外洋波浪図や
外洋域を航行する船舶向けの波浪情報の発表に利用さ
れている。沿岸波浪モデルは波浪警報・注意報や日本
周辺の波浪予報の発表に利用されている。また、全球
を対象とした水平分解能 55 kmのモデルを使用する波
浪アンサンブル予報システムは、2日先から 5日先ま
での早期注意情報（警報級の可能性）の発表に利用さ
れている。仕様の詳細については 竹内ほか (2012) や
JMA (2025) などを参照頂きたい。「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、台風防災に資する
ため、沿岸域などの高波をより精緻に表現することが
求められている。
2025年は、気象業務支援センターから提供するGPV

の拡充、観測データの利用拡充、全球・沿岸波浪モデ
ル用の台風ボーガスの改良、単精度化や格子系の改良
等による高速化に向けた開発などを進めた。GPV提供
の拡充は 2026年 4月を予定している。また、新規衛
星・高次処理観測データの利用等を 2026年度に開始
すべく準備を進めている。 台風ボーガスについては、
高潮モデル用の台風ボーガス作成手法をベースとした
手法へ変更することにより、使用する予測情報の時間
間隔など既知の課題のいくつかを軽減・解決すること
を目指しており、2027年度出水期までの導入を目指し
ている。また、高速化の開発を進めることにより、次
世代（第 12世代）のスーパーコンピューターシステム
では、沿岸波浪モデル程度の領域をカバーする高解像
度（日本沿岸で 1.7 km）で高頻度に実行（8回/日）す
る、メソモデルを外力とした波浪モデルの運用を目指
している。中長期的には他にも、引き続き新規衛星観
測データ利用を進めるとともに、台風ボーガス手法の
さらなる改善、スーパーコンピュータシステムの仕様
に応じた高速化と高解像度化等を検討している。

2.12 高潮モデル

高潮モデルは、高潮注意報・警報の発表で利用する
日本域（水平分解能 沿岸部 1 km～沖合 16 km）と、
台風委員会メンバー（国・地域）への高潮情報提供を
主な目的とするアジア域（同 1.5～50 km）の 2種類の
対象領域を設けている。仕様の詳細について、日本域
高潮モデルは 林原 (2011) など、アジア域高潮モデル
は Hasegawa et al. (2023)などを参照頂きたい。「2030

年に向けた数値予報技術開発重点計画」では、台風防
災に資するため、台風に伴う高潮をより高い精度で予
測することが求められている。日本域・アジア域の高
潮モデルに関しては、高潮に関する早期注意情報（警

報級の可能性）の発表の開始等に向け、2022年 8月に
以下のような内容で更新した。日本域高潮モデルの 00,

12UTC 初期時刻の予報時間を 78 時間へ延長するとと
もに、5日先までの台風予報の信頼度も考慮した高潮
予測に関する基礎資料とするため、日本域台風時高潮
確率予報システム（日本域高潮 PFS）の運用を開始し
た。また、アジア域高潮モデルについては、沿岸部の
解像度を 3.7 km から 1.5 km へ向上させるとともに、
全球アンサンブル予報システムの 51メンバー全てと全
球決定論モデルを用いた 52メンバーによるアンサン
ブル予報化、台風ボーガス手法へ陸域の影響による海
上風の減衰の効果を導入し、予測精度を改善した新し
いアジア域高潮アンサンブル予報システムとして運用
を開始した。
2025年は、アジア域高潮モデルの台風ボーガスにつ
いて、台風予報が途切れた先で台風ボーガスを緩やかに
消すよう変更1する等の改良を 1月末に導入した。11月
には、日本域高潮モデル・日本域高潮 PFSの台風ボー
ガスで使用する定数（陸面粗度長）を、最新のメソ解
析の結果を元に更新する等の変更を導入した。これら
についての詳細は第 3.8節を参照頂きたい。他にも、単
精度化や格子系の改良等による高速化、台風ボーガス
の改良（vortex relocationやプロファイル変更）、日本
域高潮 PFSのメンバー生成手法の改良、潮汐スキーム
の開発なども進めた。さらには、非台風時における高
潮早期注意情報を支援するための資料拡充に向けた検
討も進めた。これらのうち、vortex relocationを始め
とする台風ボーガス改良のアジア域高潮モデルへの適
用については 2026年度、日本域高潮モデルの格子系の
改良による高速化とそれに伴う高解像度化については
2027年度の導入を目指し開発を進めている。中長期的
には他にも、台風ボーガス手法のさらなる改善、スー
パーコンピュータシステムの仕様に応じた高速化と高
解像度化を検討している。

2.13 海況監視予測システム

日本沿岸海況監視予測システム (MOVE/MRI.COM-

JPN） は、海面水温や海流の 1 か月予報などの発表
に利用されている。本システムは、全球（水平解像度
100 km、鉛直層数 60層）－北太平洋（同 10 km、60

層）－日本近海（同 2 km、60層）の 3段階の海洋モ
デルと変分法データ同化システム（NPR-4DVAR及び
GLB-3DVAR）から構成される。仕様の詳細について
は Hirose et al. (2019) や Sakamoto et al. (2019) な
どを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術開
1 台風予報は最大 120 時間先までであり、台風ボーガスも
最大 120時間先まで作成される。この変更を加える以前は、
120時間以降も台風であり続ける場合は 120時間を境に、ま
た、120時間以前に台風でなくなる場合はその時刻を境に台
風ボーガスが瞬時に無くなる仕様であり、不自然な潮位振動
が発生する要因になっていた。
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発重点計画」では、海況要因による水位上昇など沿岸
防災に資する現象や、黒潮流路・海氷の変動など社会・
経済的に影響の大きい現象の再現性の向上が求められ
ている。
2025 年は、数値計算の安定性向上と新しい衛星

(Sentinel-6 Michael Freilich)による海面高度データの
利用を開始する改良を 2月に導入した。2026年 1月の
季節 EPS更新と同時に、予測の 18日より先で与える
大気外力を従来の全球 EPSと JRA-3Q気候値から季
節 EPSへと切り替える計画であり、影響評価をはじめ
とする準備を進めた。また、季節 EPS更新と同時に、
衛星による海面高度の観測データの取得・デコード処理
を現在よりも堅牢な処理へと更新する計画であり、そ
のための開発・準備を進めた。流域雨量指数を活用し
た沿岸域の塩分の再現性向上に向けた開発、気象研究
所で開発・更新された最新版海洋モデルを利用するた
めの開発なども進めている。中長期的には他にも、引
き続き新規衛星観測データの同化利用を進めるととも
に、スーパーコンピュータシステムの仕様に応じた高
速化と高度化を検討している。

2.14 物質循環システム

2.14.1 黄砂解析予測システム
黄砂解析予測システムは黄砂情報の発表に利用され
ている。本システムでは、気象研究所の大気大循環モデ
ルMRI-AGCM3 (Yukimoto et al. 2019)と全球エーロ
ゾルモデル MASINGAR mk-2 (Yukimoto et al. 2019)

を結合させたモデル（水平分解能 40 km、鉛直層数 40

層）を用いている。本システムでは、モデルで予測す
るエーロゾルの 3次元分布から計算したエーロゾル光
学的厚さ (Aerosol Optical Thickness, AOT) と気象衛
星ひまわりの観測データからリトリーブされた AOT

を 2次元変分法 (Yumimoto et al. 2018) を用いてデー
タ同化することで観測情報を取り込んでいる。仕様の
詳細については 田中・小木 (2017)、小木ほか (2022)

などを参照頂きたい。「2030年に向けた数値予報技術
開発重点計画」では、黄砂プロダクトの高度化のため、
エーロゾルの予測精度向上が求められている。
2025 年は、本システムの改善に向け、GCOM-

C/SGLIデータの利用に向けた調査や、ひまわりエー
ロゾルプロダクト（可視・近赤外）に含まれる観測時
刻に依存するバイアスについての調査を行った。また、
2026年度の導入を目指し、気象研究所が開発を進める
最新の地球システムモデルをベースとして、黄砂と紫
外線のシステム統合に向けた開発を本格的に開始した。
中長期的な課題としては他にも、極軌道衛星などの衛星
観測データ利用の高度化や他の予測システムでのエー
ロゾル解析値の利用などがある。

2.14.2 紫外線予測システム
紫外線予測システムは紫外線情報の発表に利用さ
れている。本システムでは、大気大循環モデル MRI-

AGCM3 (Yukimoto et al. 2019) と化学輸送モデルを
結合させたモデル MRI-CCM2.1 (Deushi and Shibata

2011; Yukimoto et al. 2019)（水平分解能 110 km、鉛
直層数 64層）を用いており、即時的に利用可能な衛星
データ（オゾン全量）による観測情報を取り込んでい
る。仕様の詳細については JMA (2025) などを参照頂
きたい。「2030年に向けた数値予報技術開発重点計画」
では、紫外線プロダクトの高度化のため、オゾンの予
測精度向上が求められている。
2025年は、データ同化手法の高度化に向けた開発を
進め、ナッジングから 2次元変分法への変更を始めと
する改良を 12月に実施した（詳細は第 3.9節を参照）。
また、第 2.14.1項で述べた通り、黄砂と紫外線のシス
テム統合に向けた開発を進めた。中長期的な開発課題
としては他にも、衛星観測データ利用の高度化などが
ある。

2.14.3 大気汚染気象予測システム
大気汚染気象予測システムは大気汚染気象予報の支
援を目的として運用されてきた。2025年 1月末に大気
汚染気象予報業務は終了となったことから 2月に運用
を終了した。

2.14.4 二酸化炭素解析システム
二酸化炭素解析システムは二酸化炭素分布情報 (池
上ほか 2009) の発表に利用されている。本システムで
は、全球モデル GSM に二酸化炭素の輸送過程を組み
込んだモデル GSAM-TM (Nakamura et al. 2015) と
ベイズ統合逆解析による二酸化炭素の放出・吸収量の補
正を組み合わせた手法を用いている。現在の GSAM-

TM は水平分解能 110 km、鉛直層数は 60層で運用し
ている。
2025年は、気象研究所の支援により、当システムの
実行環境や運用マニュアルの整備、WMO温室効果ガ
ス世界資料センターが提供する観測データの仕様変更
への対応作業が進められた。温室効果ガス観測技術衛
星 GOSAT による CO2 観測データを逆解析へ導入す
る技術開発が気象研究所で行われており (Maki et al.

2023)、今後導入が検討されている。
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図 2.14.1 全球アンサンブル予報システム、季節アンサンブル予報システム、気候データ同化システム、波浪モデルの開発計画

図 2.14.2 高潮モデル、海況監視予測システム、物質循環システムの開発計画
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